第２編

第３章
1
経済主体と経済活動の意義
教科書p.102～103➡




この節の学習目標
・人間にとって経済活動とは何かを具体的に考察する。
・3つの経済主体を整理して，経済主体相互のやり取りを理解する。
・経済活動の中で効率性と公平性の対立関係について考える。

学習課題
１ 経済活動は，どのように営まれているのか
・財やサービスの生産，分配，消費にかかわる一連の過程を経済といい，人々の分業と交換を通じて営まれている。
２ 経済はどのような主体が担っているか
・現代の経済は，家計・企業・政府の三つの経済主体の相互のやりとりのうえに成り立っている。家計は，企業などに労働力を提供して賃金・給与を得るか，あるいは事業を営むなどして所得を得る。そしてその所得から消費や貯蓄を行う。企業は家計から提供された労働力をもとに，財やサービスを生産し，その販売を通じて利益（利潤）を得ようとする。政府は，家計や企業が納める税金を主な財源にして，民間企業が提供できない財やサービス（公共財）を供給し，経済の安定や成長をはかる政策をおこなう。
３ 資源はどのように配分されていくのか
・家計も，企業も，政府も，使うことのできる資金や資源には限りがある。限りある資源を無駄なく，効率的に配分することは経済活動に共通する課題である。効率性と公平性のバランスのとれた経済の在り方を考える必要がある。

授業のねらい
経済学習の第一歩として，経済活動とはどのようなものなのか，身近な事例から考え，経済の定義を理解する。その際，財やサービスの違い，生産の三要素なども把握する。（10分）人間と経済活動

３つの経済主体，家計・企業・政府がどのような経済活動を主体的に営んでいるかを理解する。また図1「経済活動の流れ」を参照し，主体間での経済循環を具体的に把握する。（15分）経済主体と
経済循環

資源は希少であるということを認識させたうえで，経済活動においてそれをどのように分配するかが大きな問題になることを意識させる。また，トレード･オフの考え方に触れ，経済的な選択とは何かを考察させる。（25分）経済活動の意義


指導上の留意点
Ⓐ「人間と経済活動」では生産や消費など，身の回りでどのような経済活動が行われているかを具体的に示し，生徒が今後，どのように経済活動に関わっていくか，進路決定なども踏まえ考えさせる。
Ⓑ家計とは家庭の経済的な単位であることを指摘し，前頁の解説で示したような家計や企業の数，賃金や生産量など具体的数字を挙げて理解を深める。
Ⓒ経済活動の流れでは，家計から企業への生産要素の提供を具体的に把握させる。とくに資本が預金や株式投資であることなどを指摘し，今後の学習内容（p.112やp.120）も予告する。
Ⓓ財の希少性と機会費用の考え方について，身近な具体例をもとにして考察させる。その際，どのような例が考えられるかを生徒に挙げさせたい。

Tryの活用例
・効率性と公平性とはどのように対立することがあるのか，具体的な事例を考えてみよう。
租税制度（累進課税）や労働問題（最低賃金制度），社会保障制度（医療制度）など具体的な事例を挙げて，効率性と公平性の観点からまとめさせて考えさせるとよい。

この節の評価の観点
知識・技能…生産・分配・消費，経済主体，希少性とトレードオフ，機会費用など，経済の根本的な概念について理解している。
思考・判断・表現…資源の配分について，効率性と公平性の観点から多面的に考察している。
主体的に学習に取り組む態度…よりよい社会の実現を視野に，経済的な効率性と公平性の関係について学習したことを社会生活に生かそうとしている。


第２編

第３章
2
経済社会の変容
教科書p.104～105➡




この節の学習目標
・資本主義経済の成立と変容を理解する。
・社会主義経済の成立と変容を理解し，資本主義と比較検討する。
・政府の規模を念頭において，経済的な課題への対応を考える。

学習課題
１ 資本主義経済とはどのような体制だろうか
・資本主義経済は，産業革命を経て19世紀に確立した。その特徴として，個人や企業による利益追求を原動力に経済が営まれること（利潤追求の自由），機械設備などの生産手段は，個人や企業が自分のものとして所有し，事業での利益（利潤）も個人や企業のものになること（生産手段の私有化），労働者は自らの労働力を売り，賃金・給与を得ること（労働力の商品化）が挙げられる。
２ 経済社会はどのように変容していったか
・初期の資本主義は，繊維産業を中心に小さな企業の自由競争によって営まれていた。しかし，1929年にはじまった世界恐慌をきっかけに，それまでの自由放任主義を改め，政府の政策的介入による景気と雇用の安定化をもたらす修正資本主義の思想が生まれ，第二次世界大戦後，多くの国に採用された。1970年代以降の石油危機などの低成長時代に入ると，財政赤字が問題となり，財政規模の縮小と規制緩和を進める新自由主義があらわれた。
３ 社会主義経済とはどのような体制だろうか
・社会主義経済とは，個人や企業による利潤追求は原則として認められず，生産手段は社会全員の共有物とされ（生産手段の公有化），財・サービスについても，政府の計画に基づいて品目や生産量が決定される（計画経済）。

授業のねらい
産業革命期に資本主義が成立したことを踏まえ，資本主義経済の特徴を考える。またp.104図などを通して，19世紀までの自由放任を前提とした自由主義的資本主義（＝小さな政府）のあり方が，世界恐慌後に修正資本主義（＝大きな政府）にかわり，石油危機以降，再び小さな政府へと，振り子が振れるように変遷してきた流れを理解する。（35分）資本主義経済の
成立と変容

マルクスが社会主義を唱えた背景なども考えつつ，資本主義経済と社会主義経済を比較する。また，社会主義体制の成立と崩壊を理解するとともに，社会主義の理想と破たんから今後の経済のある方を考える。（10分）社会主義経済の
形成と変容

こんにちの世界は市場経済化が進んでおり，国境を越えた取引が常態化していることに触れる。また，それが新たな格差を生みだす原因ともなっていることを理解する（5分）グローバリゼー
ションの進展


指導上の留意点
Ⓐ資本主義の成立や変遷は，歴史的な出来事なので，世界恐慌の写真（p.104上）など世界史関連の写真などの教材を活用する。
Ⓑ資本主義の特徴は，たとえば利潤追求の自由は現代の企業（p.110～），労働力の商品化は労働問題と労働者の権利（p.148～）など，今後の経済学習の基本となるので，関連性を理解させる。
Ⓒ資本主義の変遷では，小さな政府から大きな政府へ，そしてまた小さな政府といった特徴を踏まえた理解を求める。また公平性と効率性といった視点も考慮する。
Ⓓ社会主義，資本主義の歴史のまとめとして，下図を利用する。またKeyword1と3を用いて，両者の特徴を対比的に理解する。
Ⓔグローバリゼーションは国際経済編で詳しく扱う内容でもあるので，この節では，こんにちの新しい課題にもなりうるという点に触れるだけにしたい。

Tryの活用例
・上のコラムを読み，あなたならより多くの物資を得ることを優先するか，資源利用や労働時間の短縮をめざすか，考えてみよう。
解答例①：経済成長は生活に役立つ物資を増やし，人々の暮らしを豊かにする。経済活動は常に経済成長を目的に行われているため，より多くの物資を得ることを優先する。
解答例②：原材料や労働時間を節約できれば，自然環境への負荷を減らし労働時間を短縮できる。技術革新・生産性の向上から資源利用の効率性を重視する経済的思考の原点が大切である。

この節の評価の観点
知識・技能…資本主義経済の成立と展開，経済における政府の役割の変化について理解している。
思考・判断・表現…貧困，格差，環境問題など現代社会が抱える様々な経済問題に対し，それぞれの経済体制がどのような解決策を提示しているか，多面的に考察し，適切に表現している。
主体的に学習に取り組む態度…資本主義経済と社会主義経済の特徴について主体的に追求して，今日の国際社期の課題を意欲的に解決しようとしている。


第２編

第３章
3
市場のしくみ
教科書p.106～107➡




この節の学習目標
・財やサービスに関して，需要量，供給量と価格との関係を理解する。
・価格の変動が，需要量と供給量を一致させる仕組みを理解する。
・需要曲線，供給曲線それ自体が移動する状況を理解し，その理由を考察させる。

学習課題
１ 価格はどのようにして決まるのか
・価格が高くなると，消費者の需要量は減るが，企業の供給量は増える。その結果，商品に余りが出ると，企業は価格を下げる。価格が低くなると，消費者の需要は増えるが，企業の供給量は減る。さらにその結果，商品が足らなくなり，企業は価格の引き上げを図る。このように価格が変動することで，需要と供給が一致する価格が見出される。この価格を均衡価格という。
２ 需要量と供給量があわない場合，市場はどのような機能を発揮するか
・消費者の需要量より企業の供給量が多い場合は，企業は価格を引き下げる。一方，企業の供給量より消費者の需要量が多い場合は，企業は価格を引き上げる。このように市場は，誰の命令によることなく，商品の価格を均衡価格に導く性質を持っており，この性質のことを，市場メカニズム（市場の自動調整機能）という。

授業のねらい
経済活動における需要・供給の意味を把握する。p.106下の図と解説を参照し，以下のことを具体的な数字を挙げながら理解する。①需要・供給曲線で，需要（供給）曲線が右下がり（右上がり）の形になる意味。②様々な価格に対応する需要量と供給量を比較し，超過需要（供給）が生じる状態。③その際，価格がどう変化し，均衡価格に至るか。これらを考察する。（35分）市場の働き

前項での学習事項を踏まえたうえで，需要・供給曲線の移動（シフト）についても，具体的な事例を提示しながら理解する。その際，シフトによる均衡点の変化を見ることで，価格と生産量の変化を理解できることに注目させる。（15分）需要曲線・
供給曲線って何


指導上の留意点
Ⓐ経済活動における私法の役割は，学習指導要領の指摘を前提に説明する。
Ⓑ需要供給曲線の説明は，中学校での既習内容なので，生徒の理解度を考慮しながら説明する。基本的に扱う場合は，p.106下図を用いて，数字を使い説明する。理解度が高い場合は，需要・供給曲線のシフトの説明に多くの時間を割くなどの調整をする。
Ⓒ実際に曲線がシフトして新たな均衡点が生じることを具体的にイメージさせるために，指導資料に収録されている授業展開スライド（PowerPoint）のなかで曲線がシフトするアニメーションを用意しているので，活用されたい。
Ⓓ時間的に可能であれば，p.108コラムの内容になるが，均衡価格のもとでの需給量の決定という市場メカニズムが，効率性を上げるという意味についても連続して扱えるとよい。

Tryの活用例
・上記以外に需要曲線と供給曲線のそれぞれがシフトする例をあげ，そのとき均衡点がどう変化するか，考えてみよう。
Q＆Aでは，景気が良くなり給与が上がった例が示されているが，他にその財の需要量が増える状況を考察させる。解答が出ない場合は，技術革新が生じると同じ価格で供給量は増え（減る）か，など状況から問うても良い。
一般的に，その商品の人気が上昇（下落）→需要曲線が右（左）にシフト…均衡価格は上昇（下落）
技術革新→供給曲線右にシフト…均衡価格下落輸入原料上昇など生産費上昇→左にシフト…均衡価格上昇

この節の評価の観点
知識・技能…需要と供給により，価格と生産量が変化することを理解している。
思考・判断・表現…市場経済の仕組みを具体的な状況と照らし合わせて考察し，適切に表現している。
主体的に学習に取り組む態度…p.107の「Try」を活用し，需要供給曲線がシフトする例を意欲的に見出だそうとしている。


第２編

第３章
4
市場の失敗
教科書p.108～109➡




この節の学習目標
・市場機構が有効に機能する条件を理解する。
・市場機構が適切に機能しない状況（市場の失敗）を具体例に理解し，その対応策を考察する。
・市場の効率性と公平性はどのように調整されるのか考える。
[bookmark: _Hlk200961011]
学習課題
１ 寡占や独占は，消費者にとってどのような不利益があるか
・寡占や独占では，価格が固定的になる管理価格となる。管理価格では一定の利潤を確保するため，需給関係にかかわりなく，価格が下がりにくくなる傾向（価格の下方硬直性）が生じる場合があり，消費者にとって不利益となる。
２市場の失敗の例を確認しよう
・少数の大企業が市場を支配する寡占・独占，消費者が製品の価格や品質に関する情報を十分に知らず，企業の側に情報が偏る情報の非対称性，公害や環境破壊など市場の外部で生じる経済問題である外部性の問題，民間企業がサービスを提供せず，政府が直接供給する公共財の供給が挙げられる。

授業のねらい
市場メカニズムが需要供給量の調整を図るだけではなく，社会全体の効率性を上げる役割も果たしていることを前提に，自由競争を妨げる企業の動きに対してどのような規制独占と寡占

があるかを理解する。現代日本の寡占市場を把握する。そして．管理価格や非価格競争など，現実の寡占市場で価格設定や競争がどうおこなわれているかを考察する。（20分）
効率性を実現する市場メカニズムではあるが，市場が万能ではない例として，市場の失敗を様々な例から考える。とくに外部性の問題は経済問題を考える上で重要な考え方なので，具体例を挙げて十分に理解させたい。そのほか，競争にともなう効率性の追求は時として公平性を損なう原因にもなりうることを意識させる。（30分）情報の非対称性・
外部性・公共財


指導上の留意点
Ⓐp.108のコラムは，前時との関係で取り上げるかどうか検討する。
Ⓑ管理価格の例としては，資料集などに取り上げられている，ビール価格の推移など価格が階段状に上昇しているグラフを用いて，視覚的に考察させる。
Ⓒ非価格競争については，前頁の解説に加え，資料集などで宣伝広告費上位10社など具体的事例を提示することで，生徒の興味・関心を喚起する。
Ⓓ市場の失敗では，特に外部性が理解しにくいので，場合によっては頻出されている大学入学共通テスト（旧センター試験）の過去問などを用いてもよい。また公共財については，財政の役割（p.126）との関連性も考慮する。

[bookmark: _Hlk200961066][bookmark: _Hlk200960940]Opinionの活用例
・市場の効率性と公平性はどのように調整されるべきなのか，考えてみよう。
市場の効率性を重視…困った人を経済的に支援することは必要であるが，競争に勝って得た収入の多くを，その支援のために税金として徴収されると，やる気をなくす人も出てくる。経済の効率性を高めるためにも，自由競争を促進したほうがよい。
市場の公平性を重視…所得を失った人に対しては，税や社会保障といった国の支援によって格差を是正すべきである。また，自分の努力ではどうにもならない要因によって競争に負ける場合もあるため，社会全体で支える制度が必要だと思う。

この節の評価の観点
知識・技能…希少な資源の効率的配分をもたらす市場機構や，寡占や独占，外部不経済，情報の非対称性など市場機構の限界について理解している。
思考・判断・表現…現代社会における市場の失敗の事例を分析し，その原因と解決策について多角的に考察している。市場経済における生産要素の効率的な配分や，政府の適切な施策について多面的・多角的に考察・構想したりしたことを，論拠をもって表現している。
主体的に学習に取り組む態度…市場の効率性と公平性を調整するといった課題について，p.109「Opinion」を利用し，主体的に考えを導き出そうとしている。
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第３章
5
現代の企業
教科書p.110～111➡




この節の学習目標
・企業には，その運営母体によってさまざまな種類があることを確認する。
・株式会社について，その基本的な組織や所有と経営の分離とはどのような状況なのか，などを理解する。
・M＆Aが増加し，多国籍化する現代の企業のあり方を認識し，今後の企業にはどのような経営が求められていくのかを考察する。
[bookmark: _Hlk200960901]
学習課題
１ 企業にはどのような種類があるだろうか
・国や地方自治体が資金を出して運営する公企業，個人や私的な団体が出資し，事業を通じて得た利益（利潤）を，出資者の間で分配することを主な目的とする私企業がある。私企業のうち，会社法に基づいて設立される企業を会社といい，株式会社・合名会社・合資会社・合同会社の４種類がある。また，政府と民間の共同出資による公私合同企業もある。
２ 株式会社のしくみを確認しよう
・株式会社は，事業に必要な資本金を小口の株式に分け，多くの人から出資を募る。出資者は株主と呼ばれ，その出資額に応じて配当金を受け取る。会社が倒産した場合，株主は出資金を失うだけで，それ以上の負債を負う義務はない有限責任である。また，大規模な株式会社では，株主は株主総会に出席して，専門の経営者（取締役）を選出し，経営を委託する所有と経営の分離という特徴がある。
３ 企業の社会的責任とは何だろうか
・法令順守（コンプライアンス）の徹底や地域社会への貢献，環境への配慮など，出資者や経営者だけでなく，そこで働く従業員をはじめ，消費者や地域住民など，直接間接にかかわりのあるすべての利害関係者（ステークホルダー）にとって意義のある存在とするために，企業の責任や義務のあり方を問い直そうとする姿勢のことをいう。

授業のねらい
経済主体の一つとして主に生産を担う企業だが，その運営母体によりさまざまな種類があることを確認する。（10分）企業の種類

最もポピュラーな会社である株式会社について，なぜこの形式が一般化したか，その基本的な組織はどうなっているか，また所有と経営の分離とはどのような状況なのか，などの点を理解する。（20分）株式会社

現代の企業の潮流として，合併・買収による複合企業化と，多国籍企業を取り上げ，こうした変化が現れてきた背景を理解する。またその影響についても，利点と弊害の両面から検討を加える。（10分）企業の変容

現代の企業は，純粋に利潤の追求をするのみではなく，社会的存在としてさまざまな利害関係者の意向を反映した経営が求められていることを理解する。あわせて企業が財務情報を公開する意義をバランスシートの内容に即して理解する。（10分）企業の社会的責任


指導上の留意点
Ⓐ企業の種類については，私企業・公企業・公私合同企業の分類と，会社企業の４種類の提示にとどめる。
Ⓑ会社法の規定については，簡単に説明する。有限責任と無限責任は重要なので，株式会社と合名会社の違いなど，具体的事例で取り上げる。
Ⓒ株式売買など，興味を喚起する内容なので，p.112Q&Aを参照に，通常の株式投資が求めているキャピタルゲインを具体的に提示し，いっぽうで株主になることの意味を考察させる。
ⒹM&Aや多国籍企業の動向については，その功罪両面から検討を加える。
Ⓔコーポレートガバナンスの説明の前提として，近年頻出した企業の不祥事（食品表示偽装問題や粉飾決算，インサイダー取引など）の事例を提示する。
Ⓕバランスシートは複式簿記の考え方を理解する必要があるため，生徒の理解等に応じて取り組み方を工夫したい。最低限，ステークホルダーへの説明責任として財務諸表が作成されることだけを押さえておくことも考えられるだろう。

Tryの活用例
・企業の社会的責任として，会社は従業員をはじめ，消費者や地域社会に対してどのような責任を果たすべきだろうか，まとめてみよう。
まず企業にとっての利害関係者（ステークホルダー）には何があるかを挙げさせる。続いて，自分がそれぞれの立場に立った場合，企業に何を求めていくかなど具体的に話し合わせ，その内容を発表させる。

この節の評価の観点
知識・技能…株式会社のしくみについて，p.110の図２を利用しながら，株主と経営者の関係を理解している。
思考・判断・表現…p.111「Try」を利用して，企業が利害関係者に対して，どのような責任を果たすべきか，協同的に考察・構想し，適切に表現している。
主体的に学習に取り組む態度…社会の課題を解決する会社をどのように起業していくか，主体的に考察しようとしている。
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国民所得
教科書p.116～117➡




この節の学習目標
・経済活動をとらえる指標である国内総生産や国民所得は，付加価値の総計であることを理解する。
・国民総所得と国内総生産，国民所得といった諸指標の違いを理解する。
・生産・分配・支出の三つの国民所得の推移が，何を示しているのかを考察する。

学習課題
１ 経済的な豊かさをはかる指標には，どのようなものがあるだろうか
・最も代表的な指標がGDP（国内総生産）である。これは１年間に，国内で生産された生産物の価格から，原材料費などの中間生産物の価格を差し引いた付加価値の合計である。GDPに対し，日本の国民や企業が，国内および国外で生み出した付加価値を合計したものをGNI（国民総所得）という。GDPやGNIから固定資本減耗を差し引いたものをNDP（国内純生産）やNNP（国民純生産）という。GNIから固定資本減耗を差し引き，間接税と補助金を調整した指標がNI（国民所得）である。
２ 三面等価とは何だろうか
・国民所得は，生産された価値の合計であると同時に，生産物に支払われた金額の合計でもある。また，生産価値は，最後は誰かの所得になるため，分配された所得の合計にも等しくなる。このように生産国民所得，支出国民所得，分配国民所得が必ず等しくなる関係を，三面等価の原則という。

授業のねらい
経済力を測る指標として，GDP（国内総生産）をはじめとした諸指標があることを認識する。（5分）ＧＤＰ・ＧＮＩ

なるほどQ&Aなども活用し，GDPやGNIが単なる生産額の総額ではなく，それぞれの生産段階における付加価値の総額であることを理解する。（10分）
GDPとGNIの違いを理解する。（10分）
国内総生産から国民所得までの相互関連を，それぞれの指標が何を差し引いていくのかを踏まえて把握する。（15分）
三つの国民所得がなぜ同じ数字になるのかを，観念的に把握する。またそれぞれの国民所得の内訳の意味を考え，そこから読み取れる日本経済の状況を考察する。（10分）

指導上の留意点
Ⓐマクロ経済学の基本概念であるが，初めて学ぶ生徒には興味・関心を持たせることが難しい教材である。感染症対策の緊急事態宣言発出でGDPが大きく減少したことなど，具体的な資料・数字を有効活用したい。
ⒷGDPとGNIの違いに関してはQuizなどを活用する。また両者の違い，海外からの純所得の概念も把握しにくいものなので，海外からの所得，海外への所得で仮想の数値などを提示して考えさせる。
ⒸGDPからNDPやNIを求める際になぜ固定資本減耗分を差し引き，間接税から補助金を除いた部分を差し引いていくのか，ていねいに説明する。
Ⓓ三面等価に関しては，概念的な理解にとどめる。
Ⓔ三つの国民所得の内訳は，単なる暗記事項にせず，それぞれの内訳から何が読み取れるのか，具体的な状況から指摘していく。
Ⓕまとめに，GDPなどの数値が，経済の基本データであることをあらためて強調する。

Tryの活用例
・GDPやGNIからNIを導く場合，なぜ固定資本減耗や間接税，補助金を加減しなければならないのか，説明してみよう。
まず固定資本減耗の意味，間接税や補助金がそれぞれの指標でどのような意味を示すのかを明確にする。指導用教科書p.116の下の解説に提示した具体例も活用したい。

この節の評価の観点
知識・技能…さまざまな経済指標について，その特徴を理解している。
思考・判断・表現…生産・分配・支出国民所得の構成を検討して，どのような経済現象を示しているかを考察している。
主体的に学習に取り組む態度…経済指標がどのように現実の経済情勢を反映しているか，主体的に情報を収集している。
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経済成長と国民の福祉
教科書p.118～119➡




この節の学習目標
・経済成長や景気変動，物価の変動といった経済現象を理解する。
・経済指標にはフローとストックの概念があることを認識し，両者の違いを理解する。
・経済成長と私たちの豊かさとの関係を考察する。

学習課題
１ 物価変動の原因や影響は，どのようなものだろうか。
・物価変動の原因は，生産と雇用の増減，つまり需要と供給の関係性である。インフレーションのときは，モノの価格が上昇を続けるため，年金生活者など収入が変わらない場合には，生活が苦しくなってしまう。デフレーションのときは，物価が下がり続ける結果，企業の収益が減って人員整理がおこなわれたり，企業が倒産して失業者が増えたりするといった影響が考えられる。
２ GDPなどの経済指標以外に「豊かさ」を示すものとは，どのようなものだろうか。
・余暇や自由時間をプラスの要因に，環境破壊などをマイナスの要因としてGDPに加算し，国民生活を福祉的な側面から評価しようとするNNW（国民純福祉）や，GDPから環境対策費用などを差し引くことで，経済活動が環境に及ぼす影響を反映させたグリーンGDP，経済的・環境的側面のほかに貧困や社会的不平等といった社会的側面も考慮した持続可能性指標などがある。

授業のねらい
GDPの変化率が経済成長率であることを理解するとともに，経済成長の要因にはどのようなものがあるかを考察する。また経済成長は直線的ではなく，景気変動という波を繰り返しながら成長を実現してきたことを踏まえ，インフレーションやデフレーションといった物価の状況と四局面との関係など，各局面における経済情勢も把握する。（25分）経済成長と
景気変動

フローとストックという概念の違いを理解し，ストックの代表的な経済指標である国富の内訳を分析し，日本経済にはどのような課題があるのかを考える。（15分）フローとストック

重要な経済統計であるGDPが市場価格から算出されることを改めて確認するとともに，GDPでは測れない豊かさにはどのようなものがあるか，話し合ってみる。（10分）豊かさとGDP


指導上の留意点
ⒶGDPや成長率を考える際に，物価の影響を除外するか否かで名目と実質の二つの考え方があることを確認する。
Ⓑ経済成長率の算出方法については，「政治・経済」で学習するが，「公共」では必要に応じて指摘してもよい。
Ⓒインフレーションとデフレーションが社会にもたらす影響を考察させる。その際，ドイツのハイパーインフレを象徴する写真資料などを用いるとよい。またインフレ・デフレはお金の価値が下がる（上がる）という視点も重視するとよい。
Ⓓ景気の四局面の経済情勢は，できるだけ具体例を用いる。高校生には雇用などを切り口にするとよい。
Ⓔフローとストックに関してはさまざまな数値例を提示し，クイズ形式で考察させる。
Ⓕ家事労働や環境破壊がGDPにどう算出されるか（されないか）など，豊かさとGDPの関係を考える際にも，具体的な事例で問いをたててみる。

Tryの活用例
・GDP以外の経済指標にはどのような価値が反映されているのかを確認し，経済的な豊かさと幸福との関係を考えてみよう。
p.119側注②に示されたNNW（国民純福祉）やグリーンGDPを取り上げ，具体的に考察し，生徒に意見を求める。ただ，余暇の時間など客観的に数値化することが難しい面があることも指摘しておく。

この節の評価の観点
知識・技能…経済成長，景気変動，物価などの経済概念を理解している。
思考・判断・表現…景気変動による私たちの生活や企業活動への影響を多角的に考察し，その状況を適切に表現している。
主体的に学習に取り組む態度…経済的な豊かさと幸福について，数値化することが難しい経済的な価値や生活の諸行動をどう評価すべきかという観点から，主体的に考えを導こうとしている。
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金融の役割
教科書p.120～121➡




この節の学習目標
・経済活動における金融の意味を理解する。
・金融市場の仕組みと金利の動き，銀行，証券，保険会社など各種の金融機関の役割を理解する。
・国際化のなかで進展した，近年の金融制度改革の動向を考察する。

学習課題
１ 経済活動に金融が必要なのはなぜだろうか
・金融制度があることで，資金に余裕がある経済主体と，資金を必要としている経済主体が，資金を融通しあう。これによって企業や消費者は，より多くの生産や消費をおこなうことが可能になり，経済全体の活動水準も活発になる。
２ 金融はどのような主体が担っているのだろうか
・代表的な金融機関である銀行のほかにも，株式などの有価証券を売買したい人や会社の仲立ちをし，証券取引所などを通じて取引を成立させる証券会社や，人々から保険料を集め，病気などになった場合は保険金を支払う保険会社も，金融機関としての役割を担っている。

授業のねらい
資金に余裕がある経済主体から，資金を必要とする経済主体に，お金を融かすように流していく，というイメージを把握し，あわせて金融市場や金融機関を理解する。（10分）金融とは

マネーストックの概念を理解する。そして「なるほどQ&A」などを用いて，銀行の主な機能である信用創造のしくみを考察し，信用創造額を算出する公式を把握する。（10分）銀行と信用創造

直接金融の担い手となっている証券会社の役割を理解するとともに，またさまざまな保険会社の役割と，保険料をどのように運用しているかも把握する。（5分）証券会社と保険会社

金融の循環の図版資料などを用いて，直接金融と間接金融の違いを考察する。その際，株式や債券の違いも確認する。（15分）間接金融と
直接金融

バブル崩壊後の長期不況の中，金融制度改革として自由化・国際化などの改革が実施されてきた流れを理解し，金融ビッグバンやペイオフの中身を具体的に把握する。（10分）金融の自由化と
国際化


指導上の留意点
Ⓐ「金融とは」の小見出しでは，金融のイメージをつかむことが目標であり，間接金融・直接金融については後の小見出しで触れていく。
Ⓑ信用創造機能は，高校生には理解が難しい概念である。携帯電話での支払いなどの例から預金も通貨であること，金融取引の大半は現金を動かさず信用を基にするデータ上の取引であることなどを説明し，信用創造は文字通り，銀行の信用を前提とするデータ上の預金通貨が作られていくことを理解させる。
Ⓒ証券会社や保険会社は，具体的な企業名や保険の種類を発問して，金融機関としての役割を考察させる。
Ⓓ間接金融と直接金融では，貸し手（主に家計）と借り手（主に企業）との間に直接的な貸借関係があるかないかの違いも把握させる。
Ⓔ金融ビッグバンなど金融の自由化が，硬直化した護送船団方式の弊害をなくすための改革であったという背景を考察させる。
Ⓕペイオフ制度などでは，多額の資金を複数の金融機関に分けて預金している事例（例えばマンションの修繕積立金など）を用いるとよい。

Tryの活用例
・直接金融と間接金融には，それぞれどのようなメリットがあるのだろうか。まとめてみよう。
例えば，直接金融のメリットは出資者にとっては出資のリターンが多く得られる可能性があり，調達する企業からすると銀行をはさまない分，調達コストは低く抑えられる。このようにそれぞれのメリット・デメリットを出資者と調達側に分けて整理したい。

この節の評価の観点
知識・技能…金融は，信用創造等により，資金をさまざまな経済主体に融通することで，資本を増殖させ，生産性を向上させ，社会を豊かにする役割を担っていることを理解している。
思考・判断・表現…望ましい金融制度のあり方について，多面的・多角的に考察している。
主体的に学習に取り組む態度…ペイオフ解禁といった金融の自由化の動向を考察するなど，学習したことを社会生活に生かそうとしている。
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日本銀行の役割
教科書p.124～125➡




この節の学習目標
・日本銀行が物価や景気の安定に果たす役割を理解する。
・日本銀行の公開市場操作がどのような手法で政策金利を調整していくのかを理解する。
・近年の金融政策にはどのようなものがあるかを調べてみる。

学習課題
１ 日本銀行の役割を確認しよう
・日本の中央銀行である日本銀行の役割は３つある。「銀行の銀行」として，市中銀行から預金を預かり，必要に応じて，市中銀行へ資金を貸し出すこと，「政府の銀行」として，政府資金の出し入れをおこなうこと，「発券銀行」として，紙幣（日本銀行券）を発行することである。
２ 日本銀行の金融政策は，どのようにして決定されているのだろうか
・日本銀行は金融政策によって通貨供給量を調整し，景気や物価の安定をはかる。その中心的な手段が，公開市場操作（オープン・マーケット・オペレーション）である。すなわち，日銀は，民間の金融機関との間で国債などを売買して通貨供給量を調整し，政策金利（無担保コールレート）を誘導して景気の安定化をはかろうとする。このような金融政策は，日本銀行政策員会で決定される。
３ バブル経済以降の金融政策に注目しよう
・バブル経済以降は政策金利を実質的に０％まで引き下げるゼロ金利政策や，金融機関が貸し出し用の資金を十分にもつように，金利がゼロになっても金融市場に資金を大量に供給する量的緩和政策などの金融緩和策を試みた。2013年には消費者物価上昇率を前年比２％とする目標（インフレターゲット）を明確にした。

授業のねらい
各国には，金融制度を総括的に管理する中央銀行が存在することを知り，日本の中央銀行（日本銀行）の役割として，銀行の銀行，政府の銀行，発券銀行の意味合いを理解する。とくに発券銀行との関係で，通貨制度としての金本位制と管理通貨制度の違いを考察する。（15分）中央銀行の働き

景気と物価の安定をはかる日本銀行の金融政策について理解する。その際，金融緩和や金融引き締めの基本的な概念，その手段としての公開市場操作の手法，資金供給オペレーション，資金吸収オペレーションが，金利や経済情勢にどのような影響を及ぼすかを体系的に把握し，あわせて，今日の日本経済における金融政策の現状と限界も考察する。（35分）金融政策


指導上の留意点
Ⓐ日本銀行については，その設立経緯など日本史との関連性も考える。
Ⓑ金本位制度における兌換と単に金を購入することの違いを明確に指摘する。その際，明治初期の1円などは金貨であり，地金にしても同じ価値があったことなどを指摘する。
Ⓒ金融政策の考え方，公開市場操作の手法の理解には，マネーストックやコール市場など，前時に学んだ金融との関連性が深いので，学習項目の振り返りが必要である。
Ⓓ二つのオペレーションや，量的緩和政策などの説明には，日本銀行にある各市中銀行の当座預金（日銀当預）の存在を補足しておくと，説明がスムーズになる。
Ⓔ景気の先行きが不透明ななか，金融政策として投資信託を買い取る新型オペレーションが実施されるなど，新しい動向にも注目する。
ⒻQ&Aの最後の部分などを用いて，金融政策の限界を考えさせ，財政政策との組み合わせ（ポリシーミックス）を説明し，次時につなげる。

Tryの活用例
・景気の変動と日本銀行の金融政策にはどのような関係があるだろうか，本文とコラムの内容を参考にしてまとめてみよう。
基本的には，不況期には金利を下げ，過熱期には金利を上げる政策を採用するのだが，近年は低金利政策にとどまらず，量的緩和やマイナス金利などさまざまな手法を採用していることを理解させる。

この節の評価の観点
知識・技能…中央銀行の役割や金融政策の目的と手段について理解している。
思考・判断・表現…景気のそれぞれの局面に対応するため，日本銀行がどのような政策を取っているか，企業との関係も含めて多面的・多角的に考察，構想したことを，論拠をもって表現している。
主体的に学習に取り組む態度…金融商品について関心を高めており，リスクとリターンの関係などをよく理解したうえで，無理のない資産運用を心がけようとするなど，学習したことを社会生活に生かそうとしている。


第２編

第３章
10
財政の役割と租税
教科書p.126～127➡




この節の学習目標
・財政とは，何を目的に，どのような経済活動をおこなうものなのかを理解する
・租税の種類と性格について，公平公正の観点から理解する
・望ましい財政と租税のあり方について，後節の探究活動に向けて知識を幅広く習得する

[bookmark: _Hlk200962795]学習課題
１ 財政がもつ三つの機能を確認しよう
・財政の三つの機能とは，政府が一般の道路や公園などの公共財を適切に供給する「資源配分機能」，累進課税制度をとり，集めた税金を生活保護や雇用保険など社会保障給付に用いる，高所得者から低所得者への「所得の再分配」，裁量的財政政策（フィスカルポリシー）や景気の自動安定化装置（ビルト・イン・スタビライザー）による「経済の安定化」である。
２ 租税の種類と特徴について確認しよう
・租税のうち，中央政府の財源になるのが国税，地方政府の財源になるのが地方税である。また，税の納入者と，実際の負担者が一致する税を直接税，一致しない税を間接税という。直接税の一つである所得税は，累進課税で高所得者から税を多く徴収し再分配できるが，所得を正確に捕捉できないことや税収が景気の変動に左右されやすいといった短所もある。間接税の代表である消費税は，税収が景気の変動が左右されにくく，脱税が起きにくいという長所があるが，逆進性といった短所もある。

授業のねらい
現代社会の財政規模を見ながら財政の定義を把握するとともに，資源配分機能，所得再分配機能，経済の安定化機能という，財政の果たす機能を理解する。とくに財政政策については，金融政策との関連も考える。（15分）財政と財政政策

国家予算について，1990年と最新年次のものとを比較しながら，歳出・歳入の両面から具体的に捉え，その項目を通して，日本社会では何が課題であるかを考察する。また財政投融資改革がめざすものも理解する。（15分）歳入と歳出

歳入の柱である税制について，その概要を認識する。また垂直的公平・水平的公平という観点から，所得税と消費税について，その長所・短所を捉え，課税の公平性について考察する。これらを踏まえ，税制改革論議について意見を述べ，納税者としての意識を高める。（20分）財政と財政政策


指導上の留意点
Ⓐ財政の定義について，政府の経済活動でも具体的イメージがわかない場合は，「公の資金を徴収し，支出することで（すなわち財で）公共の福祉を増進していく（政治の）こと」，というように定義することもできる。
Ⓑ公共財の提供がなぜ適切な資源配分なのかを指摘する。非競合性，非排除性といった公共財の定義については，具体的な財やサービスを取り上げて説明する。
Ⓒ最新の国家予算を取り上げ，歳入・歳出の状況を概観する。このとき，国会など政治分野の復習として，予算案と衆議院の優越との関係を質問してもよい。
Ⓓ財投改革は小さな政府を目指す改革の一環であり，特にその資金の入り口で無駄を省くことを目的としたものであることを指摘する。
Ⓔ税制は公平性を議論するよい教材である。経済活動における公平性をテーマに，垂直的公平・水平的公平の意味や，所得税や消費税との関連を十分に踏まえたうえで，今日の消費税増税を討論などすることで，主体的な学びを実現することができる。

Tryの活用例
・財政の意義を，人間の尊厳や平等，公正といった観点から考えてみよう。また，税金がどのように使われているかを調べてみよう。
財政は，公正な税の設計や社会保障給付によって所得の再分配をおこない，社会の平等をはかろうとする。それによって，すべての国民の生存権を保障することにもつながる。税金の使途は，国税庁ウェブサイト「税の学習コーナー」を参考にするとよい。

この節の評価の観点
知識・技能…政府の経済政策には，効率と公正，経済成長と環境保全など，相互に対立する可能性のある目標の実現を調整する必要があることを理解している。
思考・判断・表現…財政再建の方策について，実現可能性を考慮に入れながら多面的・多角的に考察，構想したりしたことを，論拠をもって表現している。
主体的に学習に取り組む態度…公平な税負担について，主体的に考えを導きだそうとしている。
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第３章
11
日本の財政の課題
教科書p.128～129➡




この節の学習目標
・消費税導入以降，どのような税制改革がなされてきたかを理解する。
・日本における国債発行の歴史と現状を理解する。
・国債の累増が何をもたらすのかを整理し，財政再建について主体的に取り組む。

学習課題
１ これまでどのように税制改革が行われたのだろうか。
・1989年に消費税が３％で導入されたのち，1997年に５％，2014年に８％，2019年に10％へと引き上げられた。消費税増税と所得税の減税は，直間比率を大きく変えた。
２ 財政再建をどのように進めるべきだろうか。
・持続可能な財政を実現するためには，歳入と歳出のバランスを是正する必要がある。社会保障関係費の増大など歳出規模が大きくなっていることから支出を抑えることも一つの手段である。また，収入を安定的に増やしていくためには増税が必要だが，所得税なのか消費税なのかなども考える必要がある。

授業のねらい
税制改革の具体例として，消費税導入と所得税減税などの事例を把握する。また，財政や税制で学んだ知識をもとに，現在議論されている税と社会保障の一体改革，震災復興税制改革の動向

後の臨時増税の問題，地球環境を守る地球温暖化対策税などの動向に関して，幅広い理解を深める。（15分）
これまでの国債発行の歴史を踏まえ，国債の累積が深刻な問題となっている現状を認識する。さらに累積赤字が今後どのような影響をもたらすかを理解する。プライマリーバランスの均衡等も含め，国債返済のための選択肢には歳出削減か増税があることを確認し，一方，累積赤字を容認する積極財政の考え方があることも踏まえ，今後の財政のあり方について討論をする。（35分）財政危機と
財政構造改革


指導上の留意点
Ⓐ消費税導入の経緯に関しては，前節で学んだ所得税の水平的公平の不備を踏まえた説明を試みる。税率の変遷（1989年に３％，1997年に５％，2014年に８％。19年に10％）について問いかけてもよい。
Ⓑ地球温暖化対策税に関しては，第一部で取り上げた地球環境問題との関連で，EU各国の取り組みなども復習する。
Ⓒ国債累積に関しては，家計にたとえたり，借金時計のウェブページ等も参考に，具体的な数字で確認する。ただ，家計は基本的に一代限りなのに対して，政府の財政は長いスパンで考えなければならない点は注意する。
Ⓓ累積赤字がもたらす問題に関しては，その影響を大きく捉える主張と，国債の多くは国内で買われていることなどを理由に影響が少ないとする議論があることを踏まえ，今後，社会の一員としてこの問題にどうかかわっていくべきかという視点で，主体的に考察させる。

この節の評価の観点
知識・技能…税制改革が高齢化への対応に応じていたことを理解している。
思考・判断・表現…財政再建の方策について，実現可能性を考慮に入れながら多面的・多角的に考察・構想したりしたことを，論拠をもって表現している。
主体的に学習に取り組む態度…p.130の「Active」を活用し，財政再建をどのようにすすめるべきか，また増税する場合はどの税を対象とすべきかを主体的に追究し，課題を意欲的に解決しようとしている。

